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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　２つの光変調器と偏波合成器を有し、前記２つの光変調器はそれぞれ、複数の変調電極
に加えられた二次元電圧信号に応じた二次元光電界を出力する光電界変調器であり、入力
される入力光を互いに異なる二値以上の二次元の多値情報信号で変調し、前記多値情報信
号に対応する二次元電圧信号に互いに所定の周波数だけ異なる中心周波数シフトを施して
所定の周波数差を付与して前記変調電極に加え、前記光電界変調器で二次元回転光多値変
調信号を生成し、前記偏波合成器で前記二次元回転光多値変調信号を互いに直交する偏波
に多重化して送出する偏波多重光送信器と、
　偏波多重された信号の２つの直交偏波成分を適応的に分離する適応偏波分離部と、分離
された２つの偏波成分を復調する２組の復調部を有する偏波多重光受信器と
を備え、
　前記偏波多重光受信器が、受信した２つの偏波成分の周波数差成分を検出し、検出され
た周波数差成分に基づいて、多重された元の直交偏波成分を識別又は分離することを特徴
とする偏波多重光伝送システム。
【請求項２】
　請求項１に記載の偏波多重光伝送システムにおいて、
　前記偏波多重光受信器が、検出された周波数差成分を前記適応偏波分離部のタップ制御
回路に入力し、多重された元の直交偏波成分を分離することを特徴とすることを特徴とす
る偏波多重光伝送システム。
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【請求項３】
　請求項１に記載の偏波多重光伝送システムにおいて、
　前記偏波多重光受信器は、
　２つの偏波成分から検出した周波数差成分の強度が予め定められた値以下であった場合
、又は、２つの偏波成分間の周波数差が予め定められた値以下であった場合、又は、前記
復調部の一方で復調される光信号の中心光周波数と前記復調部の他方で復調される光信号
の中心光周波数との差が予め定められた値を下回った場合に、前記適応偏波分離部の動作
をリセットすることを特徴とする偏波多重光伝送システム。
【請求項４】
　請求項１に記載の偏波多重光伝送システムにおいて、
　前記偏波多重光受信器は、
　前記２つの偏波成分から検出した周波数差成分、又は、２組の前記復調部がそれぞれ受
信する光信号の中心周波数に対応した周波数情報をそれぞれ抽出し、
　前記中心周波数の差が最大又は最小となるように、又は、周波数差成分の強度が最大と
なるように、又は、前記中心周波数に対応した周波数情報の一方が他方より大となるよう
に、前記適応偏波分離部を適応的に調整することを特徴とする偏波多重光伝送システム。
【請求項５】
　請求項１に記載の偏波多重光伝送システムにおいて、
　前記偏波多重光送信器は、２つの直交偏波成分間に付与する前記所定の周波数差を外部
から指定する入力端子を有し、前記所定の周波数差を指定する機能を有し、
　前記偏波多重光受信器は、検出する所定の周波数差を外部から指定する入力端子を有し
、前記所定の周波数差を指定する機能を有する偏波多重光伝送システム。
【請求項６】
　請求項１に記載の偏波多重光伝送システムにおいて、
　前記偏波多重光受信器は、
　前記２組の復調部の受信信号の中心周波数の差情報、又は、前記２組の復調部の受信信
号のそれぞれの中心周波数に対応した周波数情報、又は、前記所定の周波数差の成分の強
度を外部に出力する機能を備えることを特徴とする偏波多重光伝送システム。
【請求項７】
　請求項１に記載の偏波多重光伝送システムにおいて、
　前記偏波多重光受信器が、受信信号を偏波ダイバーシティコヒーレント受信し、前記適
応偏波分離部をデジタル信号処理で実現する、デジタルコヒーレント偏波多重光受信器で
あることを特徴とする偏波多重光伝送システム。
【請求項８】
　請求項１に記載の偏波多重光伝送システムにおいて、
　前記適応偏波分離部が、自動偏波コントローラと偏光依存透過素子で構成されたことを
特徴とする偏波多重光伝送システム。
【請求項９】
　２つの光変調器と偏波合成器を備え、
　前記２つの光変調器はそれぞれ、複数の変調電極に加えられた二次元電圧信号に応じた
二次元光電界を出力する光電界変調器であり、入力される入力光を互いに異なる二値以上
の二次元の多値情報信号で変調し、
　前記多値情報信号に対応する二次元電圧信号に互いに所定の周波数だけ異なる中心周波
数シフトを施して所定の周波数差を付与して前記変調電極に加え、前記光電界変調器で二
次元回転光多値変調信号を生成し、
　前記偏波合成器で前記二次元回転光多値変調信号を互いに直交する偏波に多重化して送
出する偏波多重光送信器。
【請求項１０】
　請求項９に記載の偏波多重光送信器において、
　前記所定の周波数差が、送出される光信号の占める全帯域幅の２０％以下であることを
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特徴とする偏波多重光送信器。
【請求項１１】
　請求項９に記載の偏波多重光送信器において、
　前記光変調器のそれぞれの変調電極に接続されたＤＡ変換器を備え、前記多値情報信号
に対応する、二次元回転多値変調電圧信号を生成し、前記光変調器の変調電極に印加する
ことを特徴とする偏波多重光送信器。
【請求項１２】
　請求項９に記載の偏波多重光送信器において、
　低周波アナログ発信器をさらに備え、かつ前記光変調器のそれぞれの変調電極に接続さ
れるアナログ乗算器又はアナログ加算器を備え、それぞれ前記多値情報信号に前記低周波
アナログ発信器から出力された正弦波信号を複素乗算又は加算することによって、二次元
回転多値変調電圧信号を生成し、前記光変調器の変調電極に印加することを特徴とする偏
波多重光送信器。
【請求項１３】
　２つの光変調器と、
　偏波合成器と
を備え、
　前記２つの光変調器はそれぞれ、複数の変調電極に加えられた二次元電圧信号に応じた
二次元光電界を出力する光電界変調器であり、入力される入力光を互いに異なる二値以上
の二次元の多値情報信号で変調し、
　前記多値情報信号に対応する二次元電圧信号に互いに所定の周波数だけ異なる中心周波
数シフトを施して所定の周波数差を付与して前記変調電極に加え、前記光電界変調器で二
次元回転光多値変調信号を生成し、
　前記偏波合成器で前記二次元回転光多値変調信号を互いに直交する偏波に多重化して送
出する偏波多重光送信モジュール。
 
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、偏波多重光伝送システム、偏波多重光送信器及び偏波多重光受信器に係り、
光ファイバを用いた光情報伝送、更に詳しくは、情報信号で変調された光信号を偏波多重
する光送信器、ならびに本信号を受信して分離する機能を持つ光受信器、および両者を組
み合わせた光伝送システムに関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　超高速光ファイバ伝送においては、信号伝送に利用可能な波長範囲（ないしは周波数帯
域）を有効に利用するため複数の波長の異なる光信号を束ねて送信し、光ファイバを伝送
後に受信端で元の波長ごとに分離したのちに個々の光受信器で受信する波長多重伝送が広
く用いられている。また周波数帯域をさらに有効に利用する手法として、偏波多重伝送の
利用も検討されている。
　偏波多重とは、光の偏波状態の違いを利用した多重化方式である。送信側で独立な情報
信号で変調した２組の光信号を互いに直交する偏波状態に変換して多重化したのちに光フ
ァイバ伝送を行う。光信号の偏波状態はポアンカレ球面上のある一点として表すことが可
能である。光ファイバ伝送路中で光信号の偏波状態はポアンカレ球上でランダムな変換を
受けるが、偏波状態の直交性は維持される。このため、受信側で偏波状態の変換処理と偏
波分離を行うことで多重化した元の２つの光信号を分離することができ、同じ波長幅を用
いて２倍の情報伝送が可能となる。
　このような偏波多重伝送、具体的には送信器における偏波多重と受信器における偏波分
離にはいくつかの実現法が知られている。
　ここでは偏波多重光受信器の従来技術の一つであるコヒーレント偏波多重伝送方式につ
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いて説明する。このような方式の例としては、Ｐ．Ｊ．Ｗｉｎｚｅｒ、“Ｓｐｅｃｔｒａ
ｌｌｙ　Ｅｆｆｉｃｉｅｎｔ　Ｌｏｎｇ－Ｈａｕｌ　Ｏｐｔｉｃａｌ　Ｎｅｔｗｏｒｋｉ
ｎｇ　Ｕｓｉｎｇ　１１２－Ｇｂ／ｓ　Ｐｏｌａｒｉｚａｔｉｏｎ－Ｍｕｌｔｉｐｌｅｘ
ｅｄ　１６－ＱＡＭ”、　ＪＯＵＲＮＡＬ　ＯＦ　ＬＩＧＨＴＷＡＶＥ　ＴＥＣＨＮＯＬ
ＯＧＹ、　ＶＯＬ．２８、　ＮＯ．４、　ＦＥＢＲＵＡＲＹ　１５、　２０１０、　ｐｐ
．５４７－５５６（非特許文献１）が挙げられる。図１は偏波多重光送信器と偏波ダイバ
ーシティ型コヒーレント光受信器を用いた、従来のデジタルコヒーレント偏波多重伝送シ
ステムの説明図である。
【０００３】
　偏波多重光送信器１００では、レーザ光源１０１から出力される無変調のレーザ光を光
分岐器１０８で２つに分岐し、２つの直交光電界変調器１０２－１と１０２－２に入力す
る。直交型光変調器（もしくはＩＱ変調器とも呼ばれる）は、それぞれリチウムニオベイ
トなどの基板上に並列に配置された２組のＭＺ型変調器から構成され、各ＭＺ変調器の変
調信号入力端子に高速変調された電圧信号を印加することによって、光電界の同相成分（
Ｉ成分、ないしは実部）と直交成分（Ｑ成分ないしは、虚部）を独立に変調することが可
能である。本例では、２つの直交型光変調器の同相成分変調信号の入力端子１０３－１、
１０３－２、直交成分変調信号の入力端子１０４－１、１０４－２にはそれぞれ独立の多
値情報信号が入力されている。この結果、各ＭＺ変調器の出力光は、それぞれ二次元複素
平面上で変調された独立な多値変調光となる。これらはそれぞれ互いに偏波状態が直交と
なるように変換され、Ｘ偏波の光変調信号１０５、Ｙ偏波の光変調信号１０６として偏波
多重器１０７に入力され、偏波多重された送信光信号１２０として出力される。
　図２は上記の光多値信号の表示方法と、光多値変調の信号点配置、および偏波多重伝送
の説明図である。
　（Ａ）は、複素平面（ＩＱ平面）上の信号点の説明図であり、各多値信号の変調状態は
、変調波形の中央時刻（識別時刻）における光電界（厳密にはその等化低域表示）を、信
号点は複素直交座標（ＩＱ座標）を用いて、もしくは振幅ｒ（ｎ）と位相φ（ｎ）を用い
る極座標で表示することができる。
　（Ｂ）は、位相角φ（ｎ）として４つの値（π／４、３π／４、－３π／４、－π／４
）を用いて１シンボルで２ビットの情報（００、０１、１１、１０）を伝送する４値位相
変調（ＱＰＳＫ）である。本信号は、例えば直交型光電界変調器１０２－１の２つの入力
端子、すなわち同相成分変調信号の入力端子１０３－１、直交成分変調信号の入力端子１
０４－１にそれぞれ２値電気信号を入力し、同相成分（Ｉ）と直交成分（Ｑ）をそれぞれ
正負２値に変調することで生成することができる。偏波多重１００Ｇビット伝送は、各偏
波の光信号に４値位相変調を採用している。変調に用いられる電気２値信号の速度はおよ
そ２８Ｇｂｉｔ／ｓであり、これを用いて生成した４値位相変調信号は１シンボルで２ビ
ットの情報を伝送できるので、伝送速度は５６Ｇｂｉｔ／ｓとなる。
【０００４】
　（Ｃ）は、さらに情報伝送効率の高い１６値直交振幅変調（１６ＱＡＭ）を示す。１６
ＱＡＭでは、信号点が格子状に配置され、１シンボルで４ビットの情報伝送が可能となる
。図示した例では、Ｑ軸の座標で上位２ビット（１０ｘｘ、１１ｘｘ、０１ｘｘ、００ｘ
ｘ）の値、Ｉ軸の座標で下位２ビット（ｘｘ１０、ｘｘ１１、ｘｘ０１、ｘｘ００）の値
が表現されている。このような多値信号は、図１の同相成分変調信号の入力端子１０３－
１、直交成分変調信号の入力端子１０４－１にそれぞれ多値電気信号（本例では４値）を
入力し、同相成分と直交成分の電界座標（ｉ（ｔ）、ｑ（ｔ））を指定して生成すること
ができる。このとき、出力されるＸ偏波の光変調信号１０５の光電界は（ｉ（ｔ）＋ｊｑ
（ｔ））ｅｘｐ（ｊωｔ）と書き表される。ここでωはレーザ光源１０１の光角周波数、
ｊは虚数単位である。なお複雑な光電界信号を生成する際には、複素電界信号の実部ｉ（
ｔ）、及び虚部ｑ（ｔ）の電圧信号を超高速のＤＡ変換器を用いて生成し、これを同相成
分変調信号の入力端子１０３－１、直交成分変調信号の入力端子１０４－１に印加する場
合もある。
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　（Ｄ）は、偏波多重の概念図である。光波は電磁波の一種であり、進行方向に対する電
界の振動方向によって、２つの独立な直交偏波状態（例えば水平偏波と垂直偏波）が存在
する。このため２つの光電界成分（図ではＸ偏波成分、Ｙ偏波成分）を別々の情報信号で
変調して多重化して伝送することが可能である。前述の１００Ｇビット伝送においては、
Ｘ偏波とＹ偏波にそれぞれ独立な５６Ｇｂｉｔ／ｓの４値位相変調信号を多重して伝送す
るため、総伝送速度は１１２Ｇｂｉｔ／ｓとなる。なお伝送速度が１００Ｇｂｉｔ／ｓを
越えているのは符号化や誤り訂正情報の付加によるものであり、方式によってはさらに異
なる値をとる場合もある。
【０００５】
　図１において上記のように偏波多重された送信光信号１２０は、光ファイバ伝送路１２
１を数１０～数１０００ｋｍ長距離伝送され、同時に光ファイバの波長分散などで伝送劣
化を受けたのちに、従来の偏波ダイバーシティコヒーレント光受信器１１０で受信される
。コヒーレント受信とは、光信号の電界成分の検出基準として、受信器内部に配置された
局発光源１１６の出力光を用いる方式である。偏波多重された受信光信号１２２は、偏波
分離・光９０度ハイブリッド回路１１３によって、Ｓ偏波成分１２３を４つ、Ｐ偏波成分
１２４を４つの計８本に分離され、４台のバランス型光受信器１１１－１、１１１－２、
１１１－３、１１１－４で受光される。
【０００６】
　受信器内に配置された局発レーザ光源１１６の光周波数は受信光信号１２２と略同一に
設定され、その出力光は偏波分離・光９０度ハイブリッド回路１１３のもうひとつの入力
ポートに接続され、信号光同様にバランス型光受信器１１１－１、１１１－２、１１１－
３、１１１－４に分配される。各バランス型光受信器では、入力された信号光と局発光が
干渉して電気信号に変換され、出力された高速電気信号はＡＤ変換器１１２－１、１１２
－２、１１２－３、１１２－４でサンプリングされ、デジタル信号に変換される。デジタ
ル信号処理回路１１４は入力デジタル信号に偏波成分の分離や復調の処理を行い、復調さ
れた元のＸ偏波成分１２５およびＹ偏波成分１２６を出力する。多値信号判定回路１１５
はこれらの信号の復号処理を行い情報信号１２７を出力する。なお、一般には受信器（ト
ランスポンダ）の後ろには、フレーマ・誤り訂正回路１２８が配置される。フレーマ・誤
り訂正回路１２８では、受信信号を解析してデータフレームの先頭を発見し、あらかじめ
送信前に付与した誤り訂正情報を利用した誤り訂正処理、ヘッダ中の情報を読み出してチ
ャネルや監視情報の処理などを行う。本構成では、フレーマ・誤り訂正回路１２８は偏波
分離処理の正否も観測しており、偏波分離動作に失敗したと判断した場合にはデジタル信
号処理回路１１４に再実行を指示するリセット信号１２９を送出する構成となっている。
　図３（Ａ）は従来のデジタルコヒーレント偏波多重伝送方式におけるデジタル信号処理
回路１１４の説明図であり、その内部の信号処理の様子を説明している。本回路に入力さ
れる電気デジタル信号は、Ｓ偏波の同相成分（ＳＩ）、Ｓ偏波の直交成分（ＳＱ）、Ｐ偏
波の同相成分（ＰＩ）、Ｐ偏波の直交成分（ＰＱ）の４組ある。各信号は、それぞれ変調
信号のシンボル速度の１～２倍程度でサンプリングされた５～８ビット程度の分解能のデ
ジタル信号列である。１００Ｇコヒーレント受信器ではサンプリング速度が最大５６Ｇサ
ンプリング／秒にも達するため、入力デジタル信号列や内部の演算処理はＬＳＩの動作速
度に合わせて数～数１００の規模で並列化されて処理される。以下、ＳＩを実部、ＳＱを
虚部とする複素信号Ｓ、ＰＩを実部、ＰＱを虚部とする複素信号Ｐを考える。入力信号Ｓ
、Ｐはそれぞれ波長分散補償回路１３０－１、１３０－２で伝送路の波長分散の影響を補
償され、ついでリタイミング回路１３１－１、１３１－２によって波形の中央時刻が奇偶
いずれかのサンプリング時刻に合致するようにタイミング補正やリサンプリング処理が行
われる。バタフライ型ＦＩＲフィルタ１３２は、波形の適応補正を行うデジタル等化フィ
ルタである。その機能には、符号間干渉の除去、残留波長分散の補償、および本発明でも
取り扱う偏波分離などがある。バタフライ型ＦＩＲフィルタ１３２はｓ、ｐ２組の偏波の
複素信号を入力とし、送信側で多重化された元の偏波成分ｘ、ｙ２組の複素信号を出力と
する２入力２出力フィルタであり、図のように４つの複素ＦＩＲフィルタ、ＦＩＲフィル
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タ（ＨＸＸ）１３３、ＦＩＲフィルタ（ＨＹＹ）１３４、ＦＩＲフィルタ（ＨＸＹ）１３
５、ＦＩＲフィルタ（ＨＹＸ）１３６より構成される。これらの出力信号は加算回路１３
７－１、１３７－２で合成され、２組の出力信号ｘ、ｙが得られる。
【０００７】
　図３（Ｂ）は上記複素ＦＩＲフィルタの内部構成の例を示す図である。図３（Ｂ）にお
いて、入力複素信号列１４４は１シンボルに１個ないしは２個程度のサンプリング点を持
つ複素デジタル信号である。ＦＩＲフィルタ内部では、サンプリング点の時間間隔に等し
い遅延時間（Ｚ＾－１）を持つ遅延回路１４６、複素タップ乗算回路１４７、複素加算回
路１４８を用いてはしご型デジタルフィルタが構成されており、各サンプル時刻ごとに、
各時刻のサンプル値に複素タップ重みｗｉを乗じて加算し、出力複素信号列１４５が逐次
計算されて出力される。各複素タップの重みは、出力複素信号列１４５の歪みが最小とな
るように補償データ設定信号１４９によって設定される。
　図３（Ａ）において、バタフライ型ＦＩＲフィルタ１３２は、２つの出力信号の一部を
ＣＭＡ演算回路１４０－１、１４０－２に入力してエラー信号（Ｅｘ、ＣＭＡ、ＥＹ、Ｃ
ＭＡ）を算出し、タップ最適化回路１４３－１、１４３－２はこれらのエラー信号がゼロ
となるように、各ＦＩＲフィルタのタップ係数を逐次更新する適応等化を行っている。Ｃ
ＭＡとは信号処理で用いられる定包落線アルゴリズム（Ｃｏｎｓｔａｎｔ　Ｍｏｄｕｌｏ
ｕｓ　Ａｌｇｏｒｉｔｈｍ）の略であり、ＣＭＡ回路は出力信号の振幅誤差（例えば所定
値１．０からのずれ）を計算しエラー信号として出力する回路である。前述の１００Ｇ信
号のように偏波多重されたＱＰＳＫ信号を受信する場合、一方の偏波成分が完全に分離さ
れて波形の歪みが補正された場合に、エラー信号がゼロになることがわかっている。この
ため本回路が正しく動作すれば、バタフライ型フィルタから波形歪みが補償されかつ偏波
分離が行われた出力信号が得られる。
【０００８】
　その後、周波数・位相補正回路１４１で、局発光源と送信光源の周波数差（周波数オフ
セット）の補正、出力信号の位相ずれ（複素平面上での回転方向のずれ）が補正され、復
調された信号列Ｘ、Ｙが出力される。なお非特許文献１では、１６値変調などの振幅変調
を含む高次の多値信号はそもそも振幅一定でないため、上記のＣＭＡ演算が完全には動作
しないことが報告されている。このため、ＣＭＡ演算はバタフライ型フィルタ１３２のタ
ップ係数の初期収束にのみ利用し、ある程度収束して多値復調が可能となった後は判定誤
差算出回路１４２－１および１４２－２で、出力信号の信号点配置の誤差を検出してタッ
プ最適化回路１４３－１、１４３－２に入力し、誤差が最小となるようにタップ最適化を
行う判定指向法も併用される。またタップ最適化回路１４３－１、１４３－２にはリセッ
ト信号入力端子１３９－１、１３９－２が設けられ、必要に応じて外部から再収束の開始
が指示できる。
　また図４は、従来の別の偏波多重伝送方式の説明図であり、受信側に自動光偏波コント
ローラを配置して偏波分離を行う方式を示している。従来の偏波多重光送信器１５０では
、光信号の変調に２つのＭＺ型光変調器１５１－１、１５１－２が利用されており、それ
ぞれの変調信号の入力端子１５２－１、１５２－２にはそれぞれ高速の２値ないしは多値
のアナログ電気信号が印加されている。一方、ＭＺ型光変調器１５１－２においては、バ
イアス信号の入力端子１５４に変調バイアス電圧の最適化用に、低速正弦波発振器１５３
から出力される周波数ｆの小振幅の正弦波信号を加えている。図では、バイアス印加用の
直流電圧源や、ＭＺ型変調器１５１－１側は表示を省略している。このようなバイアス電
圧の最適化は、例えばＭＺ変調器１５１－２の直後で出力光波形の強度変化を低速の光検
出器で検出し、そのうち周波数ｆの成分が最大となるようにバイアス信号の直流電圧成分
を調整するように実施される。
【０００９】
　一般にこのような小振幅変調の重畳は伝送信号の品質劣化を引き起こすことが知られお
り、またバイアス変調端子１５４の変調帯域幅も限られている。このため前記の正弦波信
号としては、一般には品質劣化への影響の比較的少ない低い周波数（ｆ＝数ｋＨｚ～数１
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０ｋＨｚ程度）とし、また変調度１～５％程度に設定される。
　２つのＭＺ型光変調器１５１－１、１５１－２の出力光は、それぞれ互いに直交する偏
波状態Ｘ、Ｙに変換され偏波多重回路１０７で偏波多重されて出力される。このような偏
波多重回路としては、偏波合成器や偏波ビームスプリッタ、ないしは偏波依存性の無い光
カプラなどが用いられる。その後光ファイバ伝送路１２１を伝送された光信号は、従来の
偏波分離光受信器１６０で受信される。入力部には、自動光偏波コントローラ１５８と偏
波分離回路１５９が配置され、受信信号を２つの偏波成分Ｘ、Ｙに分離している。
　上記の構成における自動光偏波コントローラ１５８の制御法はいくつか考案されている
が、本例は例えば送信側で印加した低速のバイアス変調成分を利用する例を想定したもの
である。Ｙ成分の受信ポートには低速光検出器１５５が配置され、受信光の一部を分岐し
て、上記の周波数ｆに合致した成分がバンドパスフィルタなどで抽出される。最大化制御
回路１５７は、この周波数ｆの成分が最大となるように自動光偏波コントローラ１５８を
制御することで、常に受信側のＹ成分受信ポートに送信側のＹ偏波成分が出力されるよう
に自動制御を行う。なおこれは、送信側のバイアス変調によって、送信されるＹ偏波の成
分中に周波数ｆの強度変調成分が生じている場合であり、光信号の変調方式（例えば２値
位相変調）によっては代わりに周波数２ｆの成分を最大化する必要がある場合もある。上
記のように偏波制御によって光ファイバ伝送路１２１の偏波主軸状態に変動が生じても、
常に光受信器１６２－２にはＹ偏波成分が最大となるような最良な受信状態を維持するこ
とが可能となる。
　他の偏波分離方式としては、上記のようなバイアス成分の検出の変わりに、受信器内部
で受信品質を観測し、これを受信品質信号１６１として外部に出力し、この値が最大とな
るように自動偏波コントローラ１５８を制御する方式も考案されている。受信品質信号と
しては、信号品質を高感度に反映する量であれば利用可能であり、例えば受信信号のアイ
開口、信号点のばらつきを表すＥＶＭ（Ｅｒｒｏｒ　Ｖｅｃｔｏｒ　Ｍａｇｎｉｔｕｄｅ
）の符号反転値、符号誤り率の負の対数値、Ｑ値などが利用可能である。
【先行技術文献】
【非特許文献】
【００１０】
【非特許文献１】Ｐ．Ｊ．Ｗｉｎｚｅｒ、“Ｓｐｅｃｔｒａｌｌｙ　Ｅｆｆｉｃｉｅｎｔ
　Ｌｏｎｇ－Ｈａｕｌ　Ｏｐｔｉｃａｌ　Ｎｅｔｗｏｒｋｉｎｇ　Ｕｓｉｎｇ　１１２－
Ｇｂ／ｓ　Ｐｏｌａｒｉｚａｔｉｏｎ－Ｍｕｌｔｉｐｌｅｘｅｄ　１６－ＱＡＭ”、　Ｊ
ＯＵＲＮＡＬ　ＯＦ　ＬＩＧＨＴＷＡＶＥ　ＴＥＣＨＮＯＬＯＧＹ、　ＶＯＬ．２８、　
ＮＯ．４、　ＦＥＢＲＵＡＲＹ　１５、　２０１０、　ｐｐ．５４７－５５６
【非特許文献２】Ｌｉｎｇ　Ｌｉｕ、“Ｉｎｉｔｉａｌ　Ｔａｐ　Ｓｅｔｕｐ　ｏｆ　Ｃ
ｏｎｓｔａｎｔ　Ｍｏｄｕｌｕｓ　Ａｌｇｏｒｉｔｈｍ　ｆｏｒ　Ｐｏｌａｒｉｚａｔｉ
ｏｎ　Ｄｅ－ｍｕｌｔｉｐｌｅｘｉｎｇ　ｉｎ　Ｏｐｔｉｃａｌ　Ｃｏｈｅｒｅｎｔ　Ｒ
ｅｃｅｉｖｅｒｓ”、　Ｏｐｔｉｃａｌ　Ｆｉｂｅｒ　Ｃｏｎｆｅｒｅｎｃｅ　（ＯＦＣ
）　２００９、　ｐａｐｅｒ　ＯＭＴ２、　Ｍａｒ、　２００９
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００１１】
　従来の構成において解決すべき課題を下記に示す。
　第一の従来例においては、偏波ダイバーシティコヒーレント光受信器において、偏波分
離に用いるバタフライ型ＦＩＲフィルタ１３２の最適化において単一性問題（Ｓｉｎｇｕ
ｌａｒｉｔｙ　Ｐｒｏｂｌｅｍ）と呼ばれる、解の不定性の問題が生じてしまう点が挙げ
られる。単一性問題とは、入力されたｓ／ｐ２つの偏波信号からｘ／ｙの２つの偏波成分
を抽出する収束過程において、ｘ／ｙが同一、すなわち２つの出力ポートから両方ともｘ
ないしは両方ともｙ成分が抽出されるようにバタフライ型フィルタが収束してしまう問題
である。光ファイバ伝送路にはわずかな偏波依存損失があり、これより偏波直交性もわず
かに破れているため、単一性問題を完全に防ぐのは難しい。また別の問題としては、２つ
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のポートに送信側のＸ／Ｙどちらの偏波成分が抽出されるかは不定であり、１／２の確率
で偏波成分が入れ替わってしまうことが挙げられる。
【００１２】
　上記の単一性や偏波の交換のような問題はデータの復調・復号過程での検出は困難であ
り、受信器の後ろに配置されるフレーマ・誤り訂正回路１２８において検出・解決するの
が一般的とされる。本発明の対象となるメトロ・コア網の光送受信器では、送信されるデ
ータはＯＴＮ（ｏｐｔｉｃａｌ　ｔｒａｎｓｐｏｒｔ　ｎｅｔｗｏｒｋ）ないしはＳＴＮ
、ＳＤＨ等などの規格に基づいた一定長のフレームを構成しており、その先頭部（プリア
ンブル）などには特殊なビットパターンが配置されて、フレーム検出に用いられている。
単一性の問題が生じ両偏波の受信パターンが同一となってしまった場合には、所定の先頭
パターンやフレームヘッダなどが検出できなくなる。このような異常が生じた際には、フ
レーマから送受信器内部のバタフライ型フィルタの再収束を指示するフィルタリセット信
号（図１の１２９）を送出し、偏波分離用バタフライ型フィルタの再収束を実行する。な
お、２つの偏波のデータの入れ替わりに対しては、フレーマ内部にｘ／ｙ偏波のデータ入
替回路を用意し、先頭パターンの位相に応じて両者の入れ替え有無を切り替えることで対
処することも可能である。
【００１３】
　しかしながら、上記の構成では以下の問題がある。
　まず単一性問題が生じ再収束が必要になった場合に、受信器の立ち上げに余分な時間が
かかってしまう。第一の理由は、フレーマなどの光受信器外部の回路において単一性の判
定を行うため、受信器が立ち上がり有効なデータが出力されてフレーム構造が検出可能と
なるまで判定が開始できないためである。
　典型的なコヒーレント１００Ｇ受信器の場合、バタフライ型フィルタの収束ひとつ取っ
ても、数千～数万シンボル（１シンボル時間が３５ピコ秒であり）が必要で、これらを１
００程度に並列展開して処理するため、通常数１０～数１００マイクロ秒の時間を要する
と考えられる。またフレーム先頭の検出には最低でも数個のフレーム（フレーム長は数マ
イクロ秒）を観測する必要があり、これも並列化して処理を行うため数１００マイクロ秒
程度の時間を要する。さらに再収束を行っても、同一状態への収束を１００％避ける方法
はなく数回の試行を行う可能性もあり、結局リンク確立までに数ミリ～数１０ミリ秒の時
間を要する可能性がある。
　特に問題となるのが送受信器の動作中に、誤って同一偏波状態への収束が生じた場合で
ある。光ファイバ伝送路の偏波状態は時々刻々変化を続けるため、図３のタップ更新回路
１４３－１、１４３－２は受信器の動作中、常に偏波状態の変化を追跡し収束状態を維持
し続ける必要がある。しかしながら、偏波モード分散や光ファイバ非線形効果などによる
瞬時的な信号品質の劣化、高速な偏波回転の発生、バグやノイズによるタップ係数のミス
などにより、動作中にはバタフライ型ＦＩＲフィルタの収束状態がはずれ、出力偏波が同
一になったり反転してしまう常に可能性がある。特に高次多値信号に用いられる判定指向
法においては、より高精度なタップの最適化が可能であるものの、その分外乱に弱く、誤
動作が生じ多値信号の判定が困難になった場合には再びＣＭＡによる粗収束から再開する
必要がある。
【００１４】
　このような際には、可能な限り早く収束状態を復旧する必要があるが、上記のように外
部のフレーマ部などを用いて誤収束を検出する構成では、誤収束の検出から再収束の完了
までにさらに長い時間を要してしまい、数～数１００フレーム以上、ないしは数１０マイ
クロ秒から数１０ミリ秒以上の信号断を生じる可能性がある。このような際には、各送受
信器は信号断を示すアラームを発生し、上位のネットワーク装置に回線故障を知らせ、ネ
ットワーク復旧の措置を開始する必要がある。例えば、ネットワーク上に迂回経路を設定
する場合、さらに別の優先度の低い回線を遮断したり予備帯域を確保するなど、ネットワ
ーク運用上に大きな負荷をかけ、伝送帯域幅などの大量のリソースを消費してしまう。こ
のように、従来手法では偏波分離用のバタフライ型ＦＩＲフィルタの誤収束の復旧に時間
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を要し、これが無用に長時間の信号断や予備回線の確保など大きなネットワークリソース
の消費につながり、ネットワーク全体の信頼性や効率的運用を損ねるという課題があった
。
　従来、このような単一性の問題を回避する手法としては例えば、Ｌｉｎｇ　Ｌｉｕ、“
Ｉｎｉｔｉａｌ　Ｔａｐ　Ｓｅｔｕｐ　ｏｆ　Ｃｏｎｓｔａｎｔ　Ｍｏｄｕｌｕｓ　Ａｌ
ｇｏｒｉｔｈｍ　ｆｏｒ　Ｐｏｌａｒｉｚａｔｉｏｎ　Ｄｅ－ｍｕｌｔｉｐｌｅｘｉｎｇ
　ｉｎ　Ｏｐｔｉｃａｌ　Ｃｏｈｅｒｅｎｔ　Ｒｅｃｅｉｖｅｒｓ”、　Ｏｐｔｉｃａｌ
　Ｆｉｂｅｒ　Ｃｏｎｆｅｒｅｎｃｅ　（ＯＦＣ）　２００９、　ｐａｐｅｒ　ＯＭＴ２
、　Ｍａｒ、　２００９（非特許文献２）が提案されている。本手法は、バタフライ型Ｆ
ＩＲフィルタ１３２のうちあらかじめ片側の出力（例えばＸ）のみ、すなわちＦＩＲフィ
ルタ（ＨＸＸ）１３３とＦＩＲフィルタ（ＨＹＸ）１３６のみの最適化を開始し、これら
が収束したのちに、残るＦＩＲフィルタ（ＨＸＹ）１３５とＦＩＲフィルタ（ＨＹＹ）１
３４の初期状態が概ね上記のＦＩＲフィルタ（ＨＸＸ）１３３とＦＩＲフィルタ（ＨＹＸ
）１３６と直交するように設定した後に収束を開始する手法である。本手法では、最初か
ら目標とする直交状態に近い初期状態が設定できるため、単一性の問題を回避できる可能
性が高くなる。しかしながら、非特許文献２の手法も、理論上１００％完全に単一性問題
を回避できるものではなく、２回に分けて収束動作を行うため、従来手法より長時間の信
号断を引き起こす可能性がある。また動作中にバタフライ型フィルタが誤動作して同一の
偏波状態に収束してしまうリスクは従来の手法と同様であり、また２つの偏波のデータが
入れ替わってしまう問題も解決されない。
【００１５】
　次に図４に示す従来の自動光偏波コントローラを用いた偏波多重光送信器の課題を示す
。図４の例では、偏波分離部に一個の自動偏波コントローラと偏波分離回路１５９を用い
て、直交した偏波成分を強制的に分離して２つの受信器に供給するため、原理的には上記
の例のような単一性の問題は回避できる。これは２つの受信器に、同じ偏波の信号が入力
されることは無いためである。
　しかしながらこのような構成では、変調成分を最大化するＹ側の偏波成分については伝
送品質が最良となるが、Ｘ側については大きな劣化が生じている可能性がある。これは例
えば、伝送路の偏波依存損失などよっては伝送後の偏波状態の直交性が保たれなくなった
場合などが挙げられる。このような場合には、Ｘ偏波の出力光にはＸ／Ｙ両成分が混入す
ることになり、伝送品質が大きく劣化してしまう。このような信号劣化を防ぐにはＸ成分
についても伝送品質を検出し、またＸ成分を最大化する自動偏波コントローラと偏波分離
回路をもう一組設け、Ｘ／Ｙ偏波成分の品質をそれぞれ独立に最適化する手法が考えられ
る。しかしながらこのような方式では、おのおのの受信器で受信した信号がＸ／Ｙどちら
の偏波成分かを判定することはできず、同様に単一性の問題が生じてしまう。
　単一性の問題を避けるためには、両偏波成分（図ではＹ）に異なる周波数の小振幅のバ
イアス変調信号を印加し、これを利用して受信偏波を識別する手も考えられる。しかしな
がら、このようなバイアス変調を行うと受信信号の一部が情報伝送に利用できなくなり、
受信感度などの伝送性能の劣化を引き起こす（例えば１０％程度の強度変調があると、１
ｄＢ程度の受信感度劣化を生じてしまう）。
　そこで本発明の第一の目的は、光偏波多重・分離伝送における単一性の問題を解決し、
高速かつ高信頼な偏波多重・分離方式、ないしは受信偏波の誤収束判定方法を提供するこ
とである。
　次に本発明の第二の目的は、信号品質の劣化を防止した新たな偏波成分の識別法を提供
することである。
【課題を解決するための手段】
【００１６】
　前述の課題は、２つの光変調器に入力される入力光を互いに異なる二値以上の一次元な
いしは二次元の多値情報信号で変調した光多値信号を生成し、前記光多値信号を前記の偏
波合成器で互いに直交する偏波に多重化して送出する偏波多重光送信器において、両偏波
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成分の中心周波数に所定の周波数差を付与することによって解決できる。所定の周波数差
としては両偏波成分の識別可能であればよく、光信号の占める全帯域幅（具体的には２０
ｄＢダウン点で測定した全幅）の２０％以下とすれば十分である。
　上記の周波数差を付与する手段としては、一個の送信光源の出力光を２分岐して各光変
調器の入力光とし、前記の光変調器ないしはその前後に光周波数シフト機能を備え、両偏
波の変調に用いる光変調器の入力光の中心周波数を互いに所定量だけ異なるように周波数
シフトして出力する形態が考えられる。
　また所定の周波数だけ発振周波数の異なる２つの光源の出力光を用意し、これらを異な
る情報信号で変調し偏波多重して出力したり、所定の周波数だけ異なる２つ以上の波長を
同時に出力可能なレーザ光源を利用し、その出力光を波長ごとに分波し、情報信号で変調
後に偏波多重することでも実現できる。
【００１７】
　特に、光変調器として、複数の変調電極に加えられた二次元電圧信号に応じた任意の二
次元光電界を出力する光電界変調器を用いる場合、多値変調と本発明の光周波数シフトを
ひとつの光変調器で同時に実施することが可能である。この場合、前記の２つの光変調器
は、それぞれ前記の二次元多値変調信号に互いに前記所定の周波数だけ異なる中心周波数
シフトを施した、二次元回転光多値変調信号を直接生成して出力すればよい。
　これは、前記の光変調器のそれぞれの変調電極に接続された高速のＤＡ変換器を用いて
、前記の二次元回転光多値変調信号に対応した二次元回転多値変調電圧信号を生成するこ
とで実現できる。二次元回転多値変調電圧信号は、例えばデジタル信号処理やテーブル読
み出しで生成する手法、もしくは低周波複素アナログ正弦波信号を複素多値変調信号に複
素乗算ないしは加算する手法などで実現できる。
　本発明では、受信側における信号の偏波分離の際に、上記のように付与した偏波間の所
定の差周波数情報を検出し、本情報に基づいて多重された元の直交偏波成分を識別ないし
は分離を行う。具体的には、２つの偏波成分間から検出した前記所定の周波数差成分の強
度が一定値以下であった場合、ないしは２つの偏波成分間の周波数差が一定値以下であっ
た場合、ないしは一方の受信器で受信される光信号の中心光周波数と他方の受信器で受信
される光信号の中心光周波数との差が一定値を下回った場合に、適応偏波分離部の動作を
リセットすることで、同一の偏波状態への収束を回避できる。
　またさらに高度な制御方法としては、前記２つの偏波成分間から検出した前記所定の周
波数差成分、ないしは２つの受信器がそれぞれ受信する光信号の中心周波数の差に対応し
た周波数情報を抽出し、前記中心周波数差が最大ないしは最小となるように、もしくは前
記所定の周波数差成分の強度が最大となるように、もしくは前記の中心周波数情報の所定
の一方が他方より大となるように、前記の適応偏波分離部を適応的に調整することによっ
て、単一性の問題を解決しより高速・高信頼な偏波分離を実現できる。
【００１８】
　本技術の適用に当たっては、送信側で２つの直交偏波成分間に付与する前記所定の周波
数差を外部から指定する入力端子、ないしは前記所定の周波数差を指定する機能を備え、
また受信側においては前記２つの受信器の受信信号の中心周波数の差情報、ないしは２つ
の受信器のそれぞれの中心周波数に対応した周波数情報、ないしは前記所定の周波数差の
成分の強度を外部に出力する機能を備えることによって、チャネル識別や隣接チャネルか
らのクロストークの抑圧をはかりさらに信頼性を増すなど、本発明の活用範囲を広げるこ
とが可能となる。
　なお本発明は、前記の偏波多重光受信器が、受信信号を偏波ダイバーシティコヒーレン
ト受信し、前記の偏波分離部をデジタル信号処理で実現する、デジタルコヒーレント偏波
多重光受信器である場合や、前記の偏波分離部が、自動偏波コントローラと偏光依存素子
で構成された偏波多重光伝送システムである場合に特に有効である。
【００１９】
　本発明の第１の解決手段によると、
　２つの光変調器と偏波合成器を有し、前記２つの光変調器に入力される入力光を互いに
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異なる二値以上の一次元又は二次元の多値情報信号で変調した光多値信号を生成し、前記
光多値信号を前記偏波合成器で互いに直交する偏波に多重化して送出する偏波多重光送信
器であって前記互いに直交する偏波の光多値信号の中心周波数に所定の周波数差を付与す
る偏波多重光送信器と
　偏波多重された信号の２つの直交偏波成分を適応的に分離する適応偏波分離部と、分離
された２つの偏波成分を復調する２組の復調部を有する偏波多重光受信器と
を備え、
　前記偏波多重光受信器が、受信した２つの偏波成分の周波数差成分を検出し、検出され
た周波数成分に基づいて、多重された元の直交偏波成分を識別又は分離することを特徴と
する偏波多重光伝送システムが提供される。
【００２０】
　本発明の第２の解決手段によると、
　２つの光変調器と偏波合成器を備え、前記２つの光変調器に入力される入力光を互いに
異なる二値以上の一次元又は二次元の多値情報信号で変調した光多値信号を生成し、前記
光多値信号を前記偏波合成器で互いに直交する偏波に多重化して送出する偏波多重光送信
器において、
　前記互いに直交する偏波の光多値信号の中心周波数に所定の周波数差を付与することを
特徴とする偏波多重光送信器が提供される。
【００２１】
　本発明の第３の解決手段によると、
　２つの光変調器と偏波合成器を有し、前記２つの光変調器に入力される入力光を互いに
異なる二値以上の一次元又は二次元の多値情報信号で変調した光多値信号を生成し、前記
光多値信号を前記偏波合成器で互いに直交する偏波に多重化して送出する偏波多重光送信
器であって前記互いに直交する偏波の光多値信号の中心周波数に所定の周波数差を付与す
る偏波多重光送信器と、偏波多重光受信器とを備えた偏波多重光伝送システムにおける前
記偏波多重光受信器であって、
　偏波多重された信号の２つの直交偏波成分を適応的に分離する適応偏波分離部と、
　分離された２つの偏波成分を復調する２組の復調部と
を備え、
　受信した２つの偏波成分の周波数差成分を検出し、検出された周波数成分に基づいて、
多重された元の直交偏波成分を識別又は分離することを特徴とする前記偏波多重光受信器
が提供される。
【発明の効果】
【００２２】
　本発明によると、光偏波多重・分離伝送における単一性の問題を解決し、高速かつ高信
頼な偏波多重・分離方式、ないしは受信偏波の誤収束判定方法を提供することができる。
また、本発明によると、信号品質の劣化を防止した新たな偏波成分の識別法を提供するこ
とができる。
【図面の簡単な説明】
【００２３】
【図１】従来のデジタルコヒーレント偏波多重伝送システムの説明図である。
【図２】光多値信号の表示方法と、光多値変調方式の信号点、および偏波多重伝送の説明
図である。
【図３】従来のデジタルコヒーレント偏波多重伝送方式におけるデジタル信号処理回路１
１４、およびＦＩＲフィルタの構成図である。
【図４】従来の自動光偏波コントローラを用いた偏波多重伝送方式の説明図である。
【図５】本発明の第１の実施例におけるデジタルコヒーレント偏波多重伝送システムの構
成図である。
【図６】本発明の第１の実施例における光信号スペクトルおよび信号点配置の説明図であ
る。
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【図７】本発明の第１の実施例におけるデジタル信号処理回路２１４の構成図である。
【図８】本発明の第１の実施例におけるデジタル信号処理回路２１４の動作を示す説明図
である。
【図９】本発明の第２の実施例における偏波多重光送信器の構成図である。
【図１０】本発明の第２の実施例における多値符号化テーブルの構成例である。
【図１１】本発明の第３の実施例における極座標変調型偏波多重光送信器の構成図である
。
【図１２】本発明の第３の実施例における鋸歯状波発生回路２４５の説明図である。
【図１３】本発明の第４の実施例における偏波多重光送信器２００の説明図である。
【図１４】本発明の第５の実施例におけるデジタル信号処理回路２１４の構成図である。
【図１５】本発明の第５の実施例における偏波判定タップ最適化回路２５６の動作を示す
フローチャートである。
【図１６】本発明の第６の実施例における偏波多重伝送システムの構成図である。
【図１７】本発明の第７の実施例における偏波多重伝送光送信器の構成図である。
【発明を実施するための形態】
【００２４】
　以下、本発明の幾つかの実施例を図面を参照して説明する。
　図５は、実施例１におけるデジタルコヒーレント偏波多重伝送システムの構成図である
。本図は、本実施例の偏波多重光送信器２００から出力される本実施例の偏波多重された
送信光信号２１２が、光ファイバ伝送路１２１を伝送された後に、本実施例の偏波多重さ
れた受信光信号２１３として、本実施例の偏波ダイバーシティコヒーレント光受信器２１
５で受信される様子を示している。以下の各図では、デジタル信号の経路を白抜きの矢印
、高速アナログ電気信号の経路を細線、光信号の経路は太線、低速の制御信号を点線で示
す。なお、従来と同様の構成を用いることができるものについては、同じ符号を付し説明
を適宜省略する。
　本実施例の偏波多重光送信器２００は、単一の送信光源１０１から得られた変調光を光
分岐器１０８で２つに分岐し、それぞれないしは一方の偏波成分の光信号の周波数をわず
かにシフトして出力する。本例のＸ偏波成分の変調においては、多値符号器２０１から得
られた複素デジタル多値信号２０２－１を複素デジタル乗算回路２０４－１に入力する。
一方、複素デジタル発振器２０３－１は、周波数＋Δｆの複素正弦波（ｅｘｐ（＋ｊ２π
Δｆｔ））をデジタル的に発生する発振回路であり、その出力信号が上記の複素デジタル
乗算回路２０４－１に入力される。本回路は、多値信号のサンプリング周期に応じて、上
記の複素正弦波をリアルタイムで演算する方式や、あらかじめ容易されたテーブルから複
素数を順次読み出す方式で簡単に実現できる。
　複素デジタル乗算回路２０４－１は、入力された複素デジタル多値信号２０２－１に上
記の複素正弦波を乗算し、演算結果としてΔｆだけ正側に周波数シフトされた複素デジタ
ル多値信号２０５－１を出力する。その実部と虚部は、それぞれＤＡ変換器２０６－１、
２０６－２によってアナログ信号に変換された後に、直交光電界変調器１０２－１の同相
・直交変調端子に印加されて光電界信号に変換される。
　上記のように複素多値信号にｅｘｐ（＋ｊ２πΔｆｔ）を乗算する操作は、ベースバン
ド多値信号に周波数＋Δｆのキャリア成分を重畳して中間周波数帯の信号に変換する操作
であり、この結果生成されるＸ偏波の光変調信号２１０は＋Δｆだけ正の周波数（短波長
側）に周波数シフトされる。
【００２５】
　本例では、Ｙ偏波成分の変調においても同様に、多値符号器２０１から得られた複素デ
ジタル多値信号２０２－２を複素デジタル乗算回路２０４－２に入力し、複素デジタル発
振器２０３－２から得られた、周波数－Δｆの複素正弦波（ｅｘｐ（－ｊ２πΔｆｔ））
を重畳し、周波数シフトされた複素デジタル多値信号２０５－２を生成する。これを元に
生成されるＹ偏波の光変調信号２１１をΔｆだけ負の周波数（長波長側）に周波数シフト
している。この結果、Ｘ偏波とＹ偏波の光変調信号２１０と２１１には２Δｆの周波数差
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が生じることになる。
　図６（Ａ）と（Ｂ）は光信号のスペクトルの説明図であり、（Ａ）は周波数シフトを行
わない場合、（Ｂ）は上記の周波数シフトを行った場合の光信号スペクトルである。上段
がＸ偏波成分の光信号２１０、下段がＹ偏波の光信号２１１の光スペクトルを示しており
、信号光は情報信号によって変調されているためそのスペクトル幅は多値信号のシンボル
レート程度（例えば２８Ｇシンボル／秒であれば半値全幅で２０ＧＨｚ程度、２０ｄＢダ
ウン全幅で３８ＧＨｚ程度）に広がっている。（Ａ）では両偏波成分の中心周波数は互い
にｆｓｉｇに一致しているが、（Ｂ）ではＸ偏波成分が＋Δｆ、Ｙ偏波成分が－Δｆだけ
互いに周波数がずれていることがわかる。
【００２６】
　なお図中の太い縦線は、受信器２１５内部に配置された無変調の局発光源１１６（光周
波数ｆｌｏ）のスペクトル配置を示している。デジタルコヒーレント受信器では、局発光
と信号光の中心周波数差ΔＦ（オフセット周波数）は信号スペクトル幅よりも小に設定さ
れており、およそシンボルレートの数分の１程度（２８Ｇシンボル／秒の場合、例えば０
～±５ＧＨｚ）の範囲である。本実施例におけるＸ偏波とＹ偏波の周波数シフト量は、原
則として任意に設定することが可能であるが、本例ではコヒーレント受信器の復調処理に
影響を及ぼさないようにΔｆがΔＦより十分小となるように設定しする。Δｆをあまり小
とした場合には、後述する受信器での検出速度や精度が劣化する。よってΔｆは１０ＭＨ
ｚ～１ＧＨｚ程度、例えば１００ＭＨｚ程度に設定すればよい。
　また所定の差周波数２Δｆをあまり大とすると、本実施例の偏波多重された送信光信号
２１１の占有スペクトル幅も増大し、スペクトル利用効率が低下したり、伝送路中に配置
されたＲＯＡＤＭやＷＳＳなどの部品による光フィルタリングによって光スペクトルが削
られて伝送特性が劣化する可能性がある。また送受信器内部では、ＡＤ／ＤＡ変換器のナ
イキスト帯域を逸脱してしまいエリアジングが発生し信号品質の劣化が生じる。
　例えば１００Ｇ信号の伝送に割当てられる光帯域幅（チャネル間隔）は５０ＧＨｚであ
り、そのうち前述の１００Ｇ信号の帯域幅（２０ｄＢ全幅）は３８ＧＨｚ程度である。チ
ャネル間に１０％（＝５ＧＨｚ）のガードバンドを取ると、差周波数２Δｆに割り当て可
能なのは最大でも７ＧＨｚであり、およそ光信号帯域の１９％（～７／３８）となる。
　また１００Ｇ信号のサンプリング周波数は標準的にはシンボルレート（２８Ｇシンボル
／秒）の２倍の５６Ｇサンプル／秒であり、ナイキスト周波数は２８ＧＨｚとなる。前述
の全幅３８ＧＨｚの光信号をホモダイン受信する場合、局発光との周波数差ΔＦ＝±５Ｇ
Ｈｚを許容するものとすると、受信電気信号の所要帯域幅は３８／２＋５＝２４ＧＨｚと
なる。よって所定の差周波数２Δｆの上限は、（２８－２４）＊２＝８ＧＨｚであり、こ
れは光信号帯域の２２％となる（～８／３６）。よって、一例として、本実施例では偏波
間に付与する所定の差周波数の上限を光信号の占める全帯域幅（２０ｄＢ全幅）の２０％
とした。なお前述のΔｆ＝１００ＭＨｚであれば光周波数帯域の増大はおよそ１％であり
、伝送劣化の発生をほぼ完全に避けることが可能である。
【００２７】
　また図６（Ｃ）（Ｄ）は本実施例の変調信号の信号点配置を示す図である。図６（Ｃ）
はＸ偏波成分の変調に用いる＋Δｆだけ周波数シフトされた複素デジタル多値信号２０５
－１を、図６（Ｄ）はＹ偏波成分の変調に用いる－Δｆだけ周波数シフトされた複素デジ
タル多値信号２０５－２を図示しており、どちらも変調信号が４値の位相変調である場合
を例示している。本来のバンド変調された４値位相変調信号の信号点配置は、図２（Ｂ）
に示すように時間的に固定した信号点配置となるが、周波数シフトを施すことによってわ
ずかに中心周波数がずれ、両者は二次元複素平面上で時間的に信号点配置が回転する二次
元回転光多値変調信号となる。これは光電界ないしは、これを等価低域表現した複素デジ
タル信号どちらの場合でも共通である。
　デジタル多値信号のシンボル速度を例えば２８Ｇシンボル／秒、周波数シフト量Δｆ＝
５６ＭＨｚとすると、１シンボルあたりの回転量は円周の１／５００、すなわち０．７２
度となる。Ｘ偏波成分は＋Δｆだけ周波数シフトを持つとすると、シンボル時刻ｎ－１、
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ｎ、ｎ＋１ごとに信号点配置は０．７２度ずつ反時計周りに回転し、実際には４点の白丸
のいずれか一点（黒丸）を用いて情報伝送を行うものとなる。一方、Ｙ偏波成分の周波数
シフト量を－Δｆとすると、これは逆の時計周りで同じ速度で回転する信号点配置となる
。
このように本実施例は上記のように、Ｘ偏波とＹ偏波が異なる速度で時間的にゆっくりと
回転する信号点配置を利用して情報伝送を行うものと解釈することができる。上記はデジ
タル信号のサンプリング速度と多値信号のシンボル速度が同一の例であるが、両者が異な
る場合には上記を適宜時間補完したデジタルサンプル列を生成すれば問題ない。
　本実施例の偏波ダイバーシティコヒーレント光受信器２１５は、上記の光信号を受信し
、これを本実施例のデジタル信号処理回路２１４で復調する。図７は、本実施例のデジタ
ル信号処理回路２１４の構成図である。本例の周波数・位相補正回路２２０－１、２２０
－２は推定したオフセット周波数の出力端子をもち、それぞれＸ偏波のオフセット周波数
ｆＸ、Ｙ偏波のオフセット周波数ｆＹを推定し、これをオフセット周波数推定信号２２１
－１、２２１－２として出力する。本例では、両信号は周波数比較回路２２２に入力され
、周波数比較回路２２２は両周波数を比較し両者の差が一定値を下回る場合には、リセッ
ト信号２２３を出力する。リセット信号は、例えば、２つの偏波成分から検出した周波数
差成分の強度が予め定められた値以下であった場合、又は、２つの偏波成分間の周波数差
が予め定められた値以下であった場合、又は、復調部の一方で受信される光信号の中心光
周波数と復調部の他方で受信される光信号の中心光周波数との差が予め定められた値を下
回った場合などに出力してもよい。
【００２８】
　図８（Ａ）～（Ｆ）はデジタル信号処理回路２１４の動作を示す説明図であり、各位置
における両偏波成分の信号点分布を示している。図８（Ａ）（Ｂ）はそれぞれ入力信号Ｖ
ｓとＶｐであり、偏波分離や波形歪みの除去が行われていないため、光電界信号の複素電
界はほぼランダムに分布している。（Ｃ）（Ｄ）は、バタフライ型ＦＩＲフィルタ１３２
の出力後の複素信号ＵＸ、ＵＹである。波長分散補償回路１３０やバタフライ型ＦＩＲフ
ィルタ１３２で正常に波形補正と偏波分離動作が行われた場合、（Ｃ）（Ｄ）のように時
間的に徐々に回転する信号点配置が得られる。両信号点配置の回転周波数ｆｘとｆｙは、
それぞれの偏波成分の中心周波数と局発光の発振周波数の差（図６参照）であり、本例で
はおよそｆｘ＝ΔＦ＋Δｆ、ｆｙ＝ΔＦ－Δｆとなる。これらの信号は、それぞれ周波数
・位相補正回路２２０－１、２２０－２に入力され、ここから信号点配置の比較的ゆっく
りとした回転成分（回転周波数ｆｘとｆｙ）が推定され、回転成分が除去される。図８（
Ｅ）（Ｆ）は、周波数・位相補正回路２２０－１、２２０－２の出力複素信号Ｖｘ、ＶＹ
であり、これらの信号が後続の多値判定に用いられる。周波数・位相補正回路２２０－１
、２２０－２からは推定された回転周波数ｆｘ、ｆＹがオフセット周波数推定信号２２１
－１、２２１－２として数値情報などの形態で出力され、本実施例ではこれらの差分ない
しは大小関係から受信した２つの偏波成分の弁別を行う。
　図７におけるタップ最適化回路１４３－１、１４３－２の動作は以下の通りである。受
信動作の開始に伴い、まずＣＭＡ演算回路１４０－１、１４０－２から得られるエラー信
号Ｅｘ、ＣＭＡとＥＹ、ＣＭＡが最小となるように収束動作を開始する。一定回数の演算
後、リセット信号２２３が出力されている、すなわち両偏波成分の周波数差が例えばゼロ
である場合、タップ最適化回路１４３－１、１４３－２は共に同一偏波成分を抽出してい
るため、タップ最適化回路１４３－１（ないしは１４３－１、１４３－２の双方でも構わ
ない）をリセットし再収束を開始する。この際、各ＦＩＲフィルタは適宜新しいの初期偏
波状態に変更してから再収束を開始するのが望ましい。リセット信号が出力されていなけ
れば、従来どおりにそのまま収束動作を継続すればよい。
【００２９】
　本手法では、バタフライ型ＦＩＲフィルタ１３２の直後に配置された周波数・位相補正
回路２２０－１、２２０－２の出力信号を用いて偏波分離の正誤を判定することが可能で
ある。また推定周波数はフィルタが完全に収束する前に得ることができるため、従来に比
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べはるかに高速に再収束を開始することが可能である。また、偏波成分間の周波数差の符
号も考慮する、例えば送信側でＸ偏波成分の変調周波数Ｙ偏波成分より大に設定し、受信
側でも周波数が正となる方向を正常収束と判定することによって、受信器における偏波成
分の入れ替わりを防ぐこともできる。例えば、２つの偏波成分から検出した周波数差成分
、又は、２組の復調部がそれぞれ復調する光信号の中心周波数に対応した周波数情報をそ
れぞれ抽出し、中心周波数の差が最大又は最小となるように、又は、周波数差成分の強度
が最大となるように、又は、中心周波数に対応した周波数情報の一方が他方より大となる
ように、デジタル信号処理回路２１４（適応偏波分離部）を適応的に調整してもよい。
　なお図７においては偏波間差周波数算出回路２２４を設け、周波数・位相補正回路２２
０－１、２２０－２から得られたオフセット周波数推定信号２２１－１と２２１－２の差
分を計算し、偏波間差周波数出力端子２２５から外部に出力するものとした。本端子は図
５における、デジタル信号処理回路２１４の偏波間差周波数出力端子２２５と同一である
。出力端子２２５は、例えば、２組の復調部の受信信号の中心周波数の差情報、又は、２
組の復調部の受信信号のそれぞれの中心周波数に対応した周波数情報、又は、所定の周波
数差の成分の強度などを外部に出力する。本信号は、信号処理回路２１４中のバタフライ
ＦＩＲフィルタの偏波分離動作の状況、ないしは送信側で付与した偏波間周波数差を反映
するものである。例えば周波数差が所定の値（図４の例でΔｆ＝１００ＭＨｚの場合には
、２倍の２００ＭＨｚ）である場合は、偏波分離が正常に動作していることを示すため、
受信器の偏波分離状態の正常・異常を示す監視信号として利用することが可能である。こ
れには、本信号を本実施例の外部に配置した上位の監視装置で収集し、アラーム発生やロ
グ管理を行えばよい。また、送信側で波長の異なる送信器ごとにわずかに異なる周波数（
例えば、５０ＭＨｚから１００ＭＨｚまで０．１ＭＨｚ刻みなど）を割り当て偏波間に周
波数差を付与し、この情報を受信側で波長チャネル識別などに利用することも可能である
。また、隣接チャネルごとに異なる周波数を割当てることによって、隣接チャネルから漏
れこむ偏波間周波数差情報を除去し、より信頼性の高い偏波制御が可能となる。コヒーレ
ント受信器では、局発光源の波長をチューンして受信チャネルを選択するため、本機構に
より受信器が正しい波長の光信号を受信したことを簡易に確認することも可能である。
【００３０】
　上記第一の実施例では、光信号の変調に直交型光電界変調器１０２を用いる例を示して
いる。このような直交型光電界変調器は、２個のマッハツェンダ型光変調器をさらにマッ
ハツェンダ干渉計型に構成し光ＩＱ変調器（デュアルパラレル変調器、もしくは光ＳＳＢ
変調器とも呼称される）が利用可能である。本変調器は２つのＩＱ端子に加えられた電圧
信号をそのまま、出力光電界のＩＱ信号に変換する機能を持つため、本実施例の実現に適
している。ＩＱ変調器としては、リチウムナイオベイト結晶を用いた変調器、半導体を利
用した変調器や、これらを別の導波路と組み合わせて集積化した例が知られているが、同
等の機能を持てばどの構成を用いても構わない。またこれらの変調器では、印加電圧が半
波長電圧Ｖπに近づくと電界変調の線形性が失われることが知られているが、これは印加
電圧の範囲が十分に線形領域に収まるように印加電圧を下げる方法、もしくは非線形性を
補償するよう逆特性を持った印加電圧テーブルや、外部の補正回路を用いて線形化する方
法などと併用しても構わない。
　また後述の実施例のように光ＩＱ変調器に限らず、複数の変調器、例えば振幅変調器と
位相変調器をタンデムに並べたような構成であっても同等の効果を得ることが可能である
。この場合には、各変調器に与える電圧信号はあらかじめ適当な座標変換（本例の場合に
は極座標への変換）を施しておく必要がある。
　また本実施例全体にわたり、光多値変調信号としては複素平面上で表示される二次元多
値信号、特に４値位相変調を例に取り上げているが、本実施例の適用範囲はこれに限るも
のではなく、光偏波多重が可能な変調信号であれば、２値変調や他の様々な高次多値変調
などにも広く適用可能である。例えば、従来より広く用いられる２値強度変調や２値位相
変調、ないしは８ＱＡＭ、１６ＱＡＭ、６４ＱＡＭなどの高次直交振幅変調、８ＡＰＳＫ
、１６ＡＰＳＫなどの高次振幅・位相変調信号にも適用可能である。またＸ・Ｙ偏波の変
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調に用いる光信号が互いに異なる多値信号で変調されていたり、多値変調信号が時間的に
可変なものであっても、本実施例の適用に本質的な影響は無い。
　上記本実施例の光周波数シフトは、合成するＸ偏波／Ｙ偏波のいずれか、ないしはどち
らか一方に施してもよい。また変調周波数自体を時間的に変化させても構わないが、Ｘ／
Ｙ偏波成分のいずれの周波数が大かをあらかじめ決めておくことによって受信側での偏波
成分の弁別が容易に行えるようになる。
【００３１】
　また上記の実施形態では、両方の偏波成分に周波数シフトを印加する構成を示したが、
一方の偏波成分のみを変調する構成でもよい。この場合には、信号処理や変調回路の構成
が簡素化できる利点がある。一方、両偏波成分を周波数シフトする構成の場合には、Ｘ偏
波／Ｙ偏波の変調信号の経路が同一になるため、両偏波の変調電気信号の相対遅延（スキ
ュー）調整が容易になるなどの構成上の利点が得られる。受信側で偏波成分の弁別に利用
されるのは、両偏波の差周波数（本実施例では２Δｆ）であるため、周波数変調量はＸ偏
波／Ｙ偏波間で自由に配分しても構わない。なお、本実施例のように、Ｘ／Ｙ偏波を共に
逆符号に変調する場合、各ＤＡ変換器で施す周波数シフトを最小にすることができ、ＤＡ
変換器で生じるエリアジング（周波数シフト後の変調信号のナイキスト帯域逸脱）による
劣化を最小にとどめることができる。
　図９は、本発明の第２の実施例における偏波多重光送信器の構成図であり、本例は周波
数シフト信号の異なる生成法を示したものである。前述の図６（Ｃ）（Ｄ）の説明で示し
たように、本実施例ではＸ偏波とＹ偏波成分の変調に互いに異なる速度で時間的にゆっく
りと回転する信号点配置利用すればよい。図９はこれを乗算などを用いず直接生成する例
であり、Ｘ偏波の変調信号の生成に回転多値符号化テーブル２３２を用いている。
　本実施例の多値符号化回路２３０中で、符号化論理回路２３１は、入力情報信号に対応
したＸ偏波成分の中間符号２３５－１を出力する。これは説明に利用する便宜的な符号で
あり実装においては利用する必要は無いが、以下では４値変調を想定し例えばｄ＝０～３
の４値とした。一方、クロック回路２３３は、デジタルデータのサンプリングタイミング
毎に、周波数Δｆの周期のインデックス番号（ｃｌｋ＝０～Ｎ－１）を出力する回路であ
る。本実施例の回転多値符号化テーブル２３２は、この中間符号ｄとインデックス番号ｃ
ｌｋから内部の表を読み出し、これを周波数シフトされた複素デジタル多値信号２０５－
１として出力する。
【００３２】
　図１０（Ａ）は、回転多値符号化テーブル２３２の構成例である。本例では、中間符号
ｄ（列）とインデックス番号ｃｌｋ（行）を組み合わせて交点にある座標を読み出すこと
で実現できる。表の各行には、図６（Ｃ）のように時間すなわちインデックス番号の増加
にしたがって周波数Δｆで回転する信号点配置が予め記載されている。表の行数はインデ
ックス番号の最大値で決まるが、前述のように周波数Δｆがシンボルレートの１／１００
０の場合には１０００行程度である。なお、各行に出現する数値は２種程度で符号や同相
・直交成分の組み合わせのみを変えたものとなる（例えばｃｌｋ＝４の場合、０．９３と
１．０７のみが出現する）。符号化表は全体や一部を論理回路で構成してもよく、上記の
ような規則性を用いれば十分に小さな回路規模で実現することができる。なお、本例は簡
単のため、上記同様にシンボル速度とサンプリング速度が同一の場合を示しているが、さ
らに高速のデータサンプリング速度が必要な場合には本テーブルの出力部以降に補間回路
を配置しサンプル点を補間して出力すればよい。
　一方、図１０（Ｂ）は従来通りの固定符号化テーブル２３４の例である。図９に示す本
発明の第２の実施例においてはＹ偏波成分には周波数シフトを付与しないものとし仮定し
ており、その場合には本図のように時間変化しない固定の多値符号化テーブル（ないしは
論理回路）を用いればよい。なお、Ｙ偏波成分にも周波数シフトを付与してもよい。
　図１１は本発明の第３の実施例における、極座標偏重型偏波多重光送信器の構成図であ
り、光位相変調器２４２、光振幅変調器２４３を組み合わせ、光信号の位相と振幅を指定
して所望の多値光電界を生成する例である。本例ではＸ偏波の変調構成のみを示している
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が、Ｙ偏波の変調回路２４４については従来どおりの構成であっても本発明のいずれかに
示す変調方式であっても構わない。極座標型多値符号化テーブル２４１は、入力された情
報信号に対応した極座標表現の多値符号を生成して出力する。デジタル鋸歯状波発生回路
２４５は、周波数Δｆで徐々に位相が増加する（又は減少する）繰り返しデジタル鋸歯状
波（階段波）を発生する回路（ないしはテーブル）である。図１２は、本回路の発生する
デジタル鋸歯状波の例を示している。その値域は０～２πであり、周波数Δｆの逆数の時
間でちょうど２πの位相回転を生じるものとなっている。位相加算回路２４６は、上記の
鋸歯状波型の位相変化を極座標型多値符号化テーブル２４１の出力する位相成分と加算し
、複素デジタル多値情報信号２０５－１を生成する。上記の位相加算の結果、出力信号の
信号点配置は図６（Ｃ）のように周波数Δｆで一定の速度で回転し、所望の周波数シフト
効果が得られる。なお同様の効果は、位相加算を利用せず、第２の実施例のようにあらか
じめ回転多値符号化テーブルを利用して実現しても構わない。
【００３３】
　また本例では示していないが、著名な極座標型光変調器の一種に２電極型マッハツェン
ダ（ＭＺ）型光変調器が挙げられる。２電極型ＭＺ型変調器は２つの変調電極（印加電圧
をそれぞれＶａ、Ｖｂとする）を備え、その光出力電界の振幅は２つの電極印加する差電
圧（Ｖａ－Ｖｂ）、また位相回転量は（Ｖａ＋Ｖｂ）に比例する極座標変調特性を持つこ
とが知られている。よって、ＭＺ変調器を極座標変調器として利用し、両変調電極の和電
圧が図１２に示すように鋸歯状波となるように逐次変調電圧を印加しても、上記と同様に
周波数Δｆで回転する多値信号を得ることができる。他の変調構造を持つ、光電界変調器
においても同様に時間的に回転する多値信号を生成することで、本実施例に適用可能とな
る。
　図１３は本発明の第４の実施例における、偏波多重光送信器２００の説明図であり、本
例はデジタル演算や高速ＤＡ変換器を利用せず、アナログ演算によって前述の回転する多
値信号点を生成する例である。本構成は図５の各要素をそのままアナログ演算に置換した
構成であり、送信器に入力された複素アナログ多値信号２５１に周波数可変正弦波発振器
（低周波アナログ発信器）２５０から得られる周波数Δｆの正弦波を複素アナログ乗算器
２５２で複素乗算して周波数シフトを発生させている。具体的には、周波数可変正弦波発
振器２５０の出力信号を余弦波ｃｏｓ（２πΔｆｔ）とし、これを９０度位相シフタ２５
４によって正弦波ｓｉｎ（２πΔｆｔ）に変換し、両者をそれぞれを実部・虚部とする複
素正弦波信号ｅｘｐ（ｊ２πΔｆｔ）＝ｃｏｓ（２πΔｆｔ）＋ｊｓｉｎ（２πΔｆｔ）
を合成し、これを複素アナログ乗算器の一方の入力とし、複素アナログ多値信号２５１に
乗算することで所望の周波数シフト効果が得られる。複素アナログ多値信号２５１として
も様々な多値変調が利用可能である。例えば４値位相変調信号の場合には、複素アナログ
多値信号２５１は実部と虚部をそれぞれアナログ２値電気信号とすればよい。また、複雑
な多値変調信号を用いる場合には、複素アナログ多値信号２５１自体を高速のＤＡ変換器
で生成しても構わない。なお、複素アナログ乗算器の代わりに複素アナログ加算１１０－
１１２を備え、複素加算するようにしてもよい。
【００３４】
　図１４は、本発明の第５の実施例における、デジタル信号処理回路２１４の構成図であ
る。本例は、偏波分離に用いるバタフライ型ＦＩＲフィルタ１３２において高速かつ高信
頼な偏波収束実現する例であり、周波数・位相補正回路２２０－１、２２０－２から出力
されるオフセット周波数推定信号２２１－１と２２１－２をそれぞれ偏波判定タップ最適
化回路２５６－１、２５６－２に入力している。偏波判定タップ最適化回路２５６－１は
受信信号中のＸ偏波成分を弁別し、本成分が最大となるようにバタフライ型ＦＩＲフィル
タ１３２のタップ係数を制御することによって、目標の偏波状態への高速収束を可能とし
ている。以下、第一の実施例のように送信側でＸ偏波成分の光周波数をＹ偏波成分より一
定値（２Δｆ）だけ高く設定した場合を仮定すると、偏波判定タップ最適化回路２５６－
１はオフセット周波数推定信号２２１－１の値が上昇する方向にタップを変化させること
によって、所望のＸ偏波成分を抽出する状態へと速やかに移行することが可能となる。他
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方、偏波判定タップ最適化回路２５６－２はオフセット周波数推定信号２２１－２の値が
減少する方向にタップを変化させることによって、所望のＹ偏波成分を抽出する状態へ移
行する。これによって出力信号ＵＸとＵＹが一致することを避け、上記の単一性の問題を
解決し、付随する再収束を不要とし高速・高信頼化することが可能となる。
　なお上記のような制御はＣＭＡや判定指向などの制御信号と常に併用しても構わないが
、図１５に示すフローチャートのように段階的に切り替えて利用しても構わない。図１５
は偏波判定タップ最適化回路２５６の動作を示すフローチャートである。例えばＸ偏波の
抽出においては、まずオフセット周波数推定信号２２１（ｆｘ）が最大となるようにバタ
フライ型ＦＩＲフィルタ１３２のタップを更新する。タップが収束し偏波分離が完了した
後は、従来どおりにＣＭＡや判定指向アルゴリズムに順次切り替えて高精度な多値信号の
等化を行えばよい。なお、本例でも図７と同様に偏波間差周波数を出力する偏波間差周波
数出力端子２２５を設けている。制御動作中に異常が発生し偏波分離状態が異常となった
場合には、偏波間差周波数ｆｘ－ｆｙ中所定の一定値（ｃ）を下回ることで判定可能であ
る。このような場合はすみやかにオフセット周波数推定信号２２１（ｆｘ）が最大となる
ようにバタフライ型ＦＩＲフィルタを制御しなおすことで、目標の偏波状態を即座に復旧
することが可能となる。
【００３５】
　なお本実施例で用いるバタフライ型フィルタの制御方法は上記に限るものではなく多彩
な制御が可能である。例えば、上記の差周波数と、その目標値２Δｆとの残差を算出し、
これがゼロとなる方向にタップ係数を制御しても構わない。また実際には、偏波分離部の
構成もこれまでの実施例で取り上げたようなバタフライ型フィルタに限らず、個別のデジ
タル演算回路を設ける例も考えられるが、いずれの場合にも受信器内部で抽出した各偏波
成分のオフセット周波数ないしは周波数差を用いて最適制御を行うことで、本実施例の効
果を得ることができる。
　図１６は、本発明の第６の実施例における偏波分離光受信器２６２の構成図であり、上
記の偏波分離部を自動偏波コントローラと偏光依存素子（偏光依存透過素子）である検光
子を用いて構成した例である。本例ではＸ偏波とＹ偏波ともに高い分離度を得るために、
それぞれ個別に自動偏波コントローラを配置して最適制御した例である。偏波多重された
受信光信号１２２は２つに分岐され、それぞれ自動偏波コントローラ１５８－１、１５８
－２を経由して偏波分離器１５９－１、１５９－２に入力されている。前者は受信信号の
うちＸ偏波成分受信用の光受信器１６２－１、後者はＹ偏波成分受信用の光受信器１６２
－２に接続されており、共に受信光信号の一部を分岐した後に両者を合波し、低速光検出
器１５５に導いている。Ｘ偏波およびＹ偏波の受信光は、低速光検出器１５５で互いに干
渉するように設定されている。この結果、正しくＸ偏波成分が受信器１６２－１に、また
Ｙ偏波成分が受信器１６２－２に入力されている場合には、両者の所定の周波数差のビー
ト成分が発生する（前述の例では周波数２Δｆ）。本実施例の差周波数成分抽出フィルタ
２６１は、この周波数差成分を抽出して差周波数成分最大化回路２６０に入力する。差周
波数成分最大化回路２６０は、検出した差周波成分（図では２Δｆ）が最大となるように
自動偏波コントローラ１５８－１と１５８－２を制御することによって、すみやかに偏波
分離状態が得られる。
　なお本図に示す偏波分離や検出系の構成は一例に過ぎない。例えば、偏波制御回路の配
置位置や偏波成分の差周波数の検出法などは必要に応じて変更を行っても構わない。例え
ば等化特性に急峻な光周波数依存性を持つ光フィルタを光周波数弁別器として利用し、受
信器１６２－１と１６２－２に入力される光信号の中心周波数を直接測定し、その差が大
となるように自動偏波コントローラ１５８－１、１５８－２の制御を行っても構わない。
【００３６】
　図１７は、本発明の第７の実施例における偏波多重伝送光送信器の構成図である。本例
では、発振周波数が所定量だけ異なる２つの光源１０１－１、１０１－２を用い、これを
それぞれ光変調器１０２－１、１０２－２で多値変調し、互いに直交する偏波で多重化す
ることによって、本発明の効果を得ている。光源として用いられる半導体レーザの発振周
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波数は温度や圧力などの周囲環境や経時劣化などによって数ＧＨｚ以上も大きく変化する
ため、本例では２つの光源の周波数差が常に所定値となるように周波数安定化を行ってい
る。具体的には、両光源の出力光の一部を分岐した後、低速光検出器１５５にて干渉させ
そのビート成分を検出する。この際、両光の偏波状態が互いに並行となるように偏波状態
の変換を行えば、ビート成分の検出効率を向上することも可能である。前記ビート成分の
周波数は両光の周波数差に等しくなるため、これを周波数安定化回路２６３に入力し、差
周波数が常に一定となるように、レーザ光源１０１－２の発振周波数を微調することで、
所望の効果が実現できる。
　なお、送信光として所定の周波数だけ異なる複数の光を出力する多波長光源の出力光を
分波して用いてもよい。
　本発明では、偏波多重光送信器の送出する互いに直交する偏波成分に所定の周波数差を
付与して伝送することによって、受信側での偏波分離の精度や速度、信頼性を高める効果
がある。この際、周波数差を大とすると光信号の伝送や受信信号の処理に余分な光帯域・
電気帯域が必要となるので、所定の周波数差を帯域幅の２０％程度に制限すると、帯域の
増加を最小限とし、かつ伝送信号の劣化を抑える効果がある。このように、光源の周波数
差を利用して偏波成分の分離を行うので原理的に伝送特性の劣化をゼロとすることができ
、偏波成分に小信号の強度変調や位相変調を加えるような従来の手法に比べて格段に有利
となる。
　偏波成分間に所定の周波数差を付与するには、前記２つの光変調器において、入力光の
中心周波数を互いに異なる量だけ周波数シフトして出力する構成とすることで送信器の構
成を簡素化できるようになる。また周波数差をデジタル的にないしは電気発振器の周波数
として、電気領域で精密に指定できるようになるという効果もある。特に、これらの変調
器が光電界変調器である場合には、中心周波数をわずかにシフトした光信号電界を直接生
成する、すなわち光多値変調信号に互いに異なる中心周波数シフトを施した二次元回転多
値光電界を生成することで、光多値変調部と周波数シフト部を共用し、送信器の構成を簡
素化することができる。
【００３７】
　このような電界信号の生成は、光変調器の各変調電極に高速のＤＡ変換器を備えてデジ
タル信号処理によって実現するのが簡易であり、通常の多値送信器に比べてもハードウェ
アの増加がほとんど無いという利点がある。また多値情報信号に上記のアナログ発振器か
ら出力された正弦波信号をアナログ複素乗算ないしは加算する構成としても構わない。こ
の場合でも、わずかな部品の増加で本発明を実現できるという効果がある。
　なお、本発明の偏波多重送信器は、一個の送信光源の出力光を２分岐して各光変調器の
入力光とし、上記の光変調器ないしはその前後に光周波数シフト機能を備え、２つの出力
光の中心周波数が前記所定量だけ異なるように周波数シフトして出力する構成としても、
十分簡易に実現することができる。
　本発明の偏波多重光多値信号の受信側においては、受信した偏波成分間から前記所定の
周波数差成分を検出し、本情報に基づいて多重された元の直交偏波成分を識別ないしは分
離することによって、偏波状態の収束における単一性の問題を回避し、光伝送システムの
立ち上け時間を大幅に短縮することが可能となる。
　本発明を単一性問題の発生の判定に用いる際には、２つの偏波成分間から抽出した所定
の周波数差が一定値以上であること、ないしは２つの偏波成分間の差周波信号中の所定の
周波数成分の強度が一定値以上であること、ないしは一方の受信器で受信される光信号の
中心光周波数と他方の受信器で受信される光信号の中心光周波数との差が一定値以上であ
るかどうかを判定する形態が有効である。すなわち、本条件を満たせない場合には、受信
側の偏波分離回路が誤動作し同一の偏波成分を抽出していることが即座に判定できるので
、受信器外部のフレーマＩＣなどが出力するフレーム正誤情報を待たずに、受信器内部で
すみやかに偏波分離部をリセットし短時間で再収束を開始することができる。
　さらには上記の２つの偏波成分間の差周波数が拡大する方向に、もしくは差周波数成分
中の所定の周波数成分の強度が大となるように、もしくは２つの偏波成分の光周波数差が
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拡大する方向に偏波分離部の自動制御を行うことで、最初から２つの異なる偏波成分を分
離するように偏波分離部を動作させることができ、単一性問題を原理的に回避し、よりす
みやかに目標となる偏波成分を抽出することが可能となる。例えば送信側でＸ偏波成分の
変調周波数Ｙ偏波成分より大に設定し、受信側でも周波数が正となる方向を正常収束と判
定することによって、受信器における偏波成分の入れ替わりを防ぐこともできる。
　また上記直交偏波成分間に付与する所定の周波数差を外部から指定する入力端子や指定
機能を設けることによって、波長ごとやチャネルごとに任意の周波数差を設定できる。受
信側でも指定した差周波数成分を検出することができるようにすることでチャネル識別や
チャネル間の偏波クロストークを抑圧することが可能となる。また受信側で検出した差周
波数情報を外部に出力することで、偏波分離の動作状況などをモニタしより高信頼なネッ
トワークを構築することが可能となる。
　また本信号の受信に偏波ダイバーシティデジタルコヒーレント受信器を用いた場合には
、偏波分離部の直後にオフセット周波数推定回路を備えているため、ほとんどハードウェ
アの規模の増加を伴うことなく上記の差周波数成分を抽出することができる。
【産業上の利用可能性】
【００３８】
　本発明は、光通信分野における光偏波多重伝送と光偏波分離の実現を容易にする技術で
あり、特にデジタルコヒーレント受信器を用いた偏波多重光伝送システムの信頼性と立ち
上げの高速化を実現するものであり、例えば１０～１００Ｇビット／秒以上の高速光ファ
イバ通信で広く利用することが可能である。
【符号の説明】
【００３９】
１００：従来の偏波多重光送信器、１０１：レーザ光源、
１０２：直交光電界変調器、１０３：同相成分変調信号の入力端子、
１０４：直交成分変調信号の入力端子、１０５：Ｘ偏波の光変調信号、１０６：Ｙ偏波の
光変調信号、
１０７：偏波多重器、１０８：光分岐器、
１１０：従来の偏波ダイバーシティコヒーレント光受信器、
１１１：バランス型光検出器、１１２：ＡＤ変換器、
１１３：偏波分離・光９０度ハイブリッド回路、
１１４：デジタル信号処理回路、１１５：多値信号判定回路、
１１６：局発レーザ光源、
１２０：偏波多重された送信光信号、１２１：光ファイバ伝送路、
１２２：偏波多重された受信光信号、１２３：受信光信号と局発光のＳ偏波成分、
１２４：受信光信号と局発光のＰ偏波成分、
１２５：復調されたＸ偏波成分、１２６：復調されたＹ偏波成分、
１２７：情報信号、１２８：フレーマ・誤り訂正回路、１２９：リセット信号、
１３０：波長分散補償回路、１３１：リタイミング回路、
１３２：バタフライ型ＦＩＲフィルタ、１３３：ＦＩＲフィルタ（ＨＸＸ）、
１３４：ＦＩＲフィルタ（ＨＹＹ）、１３５：ＦＩＲフィルタ（ＨＸＹ）、
１３６：ＦＩＲフィルタ（ＨＹＸ）、１３７：加算回路、
１３９：リセット信号入力端子、
１４０：ＣＭＡ演算回路、１４１：周波数・位相補正回路、
１４２：判定誤差算出回路、１４３：タップ最適化回路、
１４４：入力複素信号列、１４５：出力複素信号列、１４６：遅延回路、
１４７：複素タップ乗算回路、１４８：複素加算回路、
１４９：タップ更新信号、
１５０：従来の偏波多重光送信器、１５１：ＭＺ型光変調器、
１５２：変調信号の入力端子、１５３：低速正弦波発振器（周波数ｆ）、
１５４：バイアス信号の入力端子、１５５：低速光検出器、
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１５６：バンドパスフィルタ（中心周波数ｆ）、１５７：最大化制御回路、
１５８：自動光偏波コントローラ、１５９：偏波分離回路、
１６０：従来の偏波分離光受信器、１６１：受信品質情報、１６２：光受信器、
２００：本発明の偏波多重光送信器、２０１：多値符号器、
２０２：複素デジタル多値信号、２０３：複素デジタル発振器、
２０４：複素デジタル乗算器、２０５：周波数シフトされた複素デジタル多値信号、
２０６：ＤＡ変換器、２０７：ドライバ回路、
２１０：周波数シフトされたＸ偏波の光変調信号、
２１１：周波数シフトされたＹ偏波の光変調信号、
２１２：本発明の偏波多重された送信光信号、
２１３：本発明の偏波多重された受信光信号、
２１４：本発明のデジタル信号処理回路、
２１５：本発明の偏波ダイバーシティコヒーレント光受信器、
２２０：本発明の周波数・位相補正回路、２２１：オフセット周波数推定信号、
２２２：本発明の周波数比較回路、２２３：リセット信号、
２２４：本発明の偏波間差周波数算出回路、２２５：偏波間差周波数出力端子、
２３０：本発明の多値符号化回路、２３１：符号化論理回路、
２３２：本発明の回転多値符号化テーブル、２３３：クロック回路、
２３４：固定多値符号化テーブル、２３５：中間符号、
２４０：本発明の極座標変調型偏波多重光送信器、
２４１：極座標型多値符号化テーブル、
２４２：光位相変調器、２４３：光振幅変調器、２４４：Ｙ偏波の変調回路、
２４５：デジタル鋸歯状波発生回路、２４６：位相加算回路、
２５０：周波数可変正弦波発振器、２５１：複素アナログ多値信号、
２５２：複素アナログ乗算器、２５３：周波数シフトされた複素アナログ多値信号、
２５４：９０度位相シフタ、２５５：発信周波数指定信号、
２５６：本発明の偏波判定タップ最適化回路
２６０：本発明の差周波数成分最大化回路、２６１：本発明の差周波数成分抽出フィルタ
、
２６２：本発明の偏波分離光受信器、２６３：周波数安定化回路、
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